
放射性廃棄物処理場
設計及び工事の方法の認可申請（その８）

申請概要

令和２年７月３０日
日本原子力研究開発機構 原子力科学研究所

資料 処理場－１７４－３

【第１編 第３廃棄物処理棟の耐震補強】
【第２編 減容処理棟の耐震補強 】
【第３編 解体分別保管棟の耐震補強 】

（案）

本資料は、令和元年７月４日付け令01原機（科バ）007をもって申請している原子力科学研究所の原子炉
施設（放射性廃棄物の廃棄施設）の変更に係る設計及び工事の方法の認可申請書（その１１）について、
分割申請の組み替えにより、（その８）として補正申請を予定している。
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第３廃棄物処理棟、減容処理棟及び解体分別保管棟の目的及び構造

● 目的

第３廃棄物処理棟は、放射性液体廃棄物の蒸発処理、蒸発処理後の濃縮廃液のセメント

固化処理を行うための施設である。

● 対象廃棄物

液体廃棄物A未満（3.7×10-1 Bq/cm3未満）

液体廃棄物Ａ（3.7×10-1 Bq/cm3以上3.7×101 Bq/cm3未満）

液体廃棄物B-1のうち3.7×102 Bq/cm3未満のもの

● 建家の構造

地下１階、地上３階の鉄筋コンクリート造

● 目的

解体分別保管棟は、大型の廃棄物の解体分別処理、固体廃棄物の保管廃棄を行うため

の施設である。

● 対象廃棄物

固体廃棄物A-1（線量当量率※0.5mSv/h未満）

固体廃棄物A-2（線量当量率※0.5mSv/h以上2.0mSv/h未満）

● 施設の構造

地下１階、地上３階の鉄筋コンクリート構造

● 保管能力

保管本数： 約22,000本 （200リットルドラム缶換算）

● 目的

減容処理棟は、放射性固体廃棄物の高圧圧縮処理、金属溶融処理、焼却処理及びプラ

ズマ溶融処理を行うための施設である。

● 対象廃棄物

固体廃棄物A-1（線量当量率※0.5mSv/h未満）

固体廃棄物A-2（線量当量率※0.5mSv/h以上2.0mSv/h未満）

● 建家の構造

地下１階、地上２階の鉄筋コンクリート造

【第３廃棄物処理棟】

【減容処理棟】

【解体分別保管棟】

【主な設備】
・廃液貯槽・Ⅰ
・蒸発処理装置・Ⅰ
・セメント固化装置

【主な設備】
・高圧圧縮装置
・金属溶融設備
・焼却・溶融設備

【主な設備】
・解体室
・保管廃棄施設

※線量当量率は容器表面の値
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補強項目整理表

補強項目
【第１編】

第３廃棄物処理棟
【第２編】

減容処理棟
【第３編】

解体分別保管棟

杭の新設
●

（１箇所）
- -

柱の増し打ち - ●
（３箇所）

●
（１箇所）

梁の増し打ち - ●
（２箇所）

-

開口閉塞
●

（１箇所）
- ●

（４箇所）

耐震スリット
●

（１箇所）
- ●

（２箇所）
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申請概要

本申請は、原子力科学研究所の放射性廃棄物処理場において、第３廃棄物処理棟、減
容処理棟及び解体分別保管棟の耐震補強に係る設計及び工事の方法について申請する
ものである。

【第３廃棄物処理棟】

【減容処理棟】

【解体分別保管棟】



放射性廃棄物の廃棄施設は、次の各設備から構成される。
(1) 気体廃棄物の廃棄施設
(2) 液体廃棄物の廃棄設備
(3) 固体廃棄物の廃棄設備

上記のうち、(2) 液体廃棄物の廃棄設備及び(3) 固体廃棄物の廃棄設備は、次の各設備及びこれら
を収納する建家で構成する。

構成及び申請範囲
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今回申請する範囲は、建家のうち第３廃棄物処理棟、減容処理棟及び解体分別保管棟の耐震
補強に関するものである。

○建 家
第１廃棄物処理棟
第２廃棄物処理棟
第３廃棄物処理棟
解体分別保管棟
減容処理棟

○設 備
〔液体廃棄物の廃棄設備〕

（省略）

○設 備
〔固体廃棄物の廃棄設備〕

（省略）
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設計（１／１２）

名称 第３廃棄物処理棟

耐震重要度分類 Ｃクラス

構造 鉄筋コンクリート造

名称 減容処理棟

耐震重要度分類 Ｃクラス

構造 鉄筋コンクリート造

【第１編】

【第２編】

名称 解体分別保管棟

耐震重要度分類 Ｃクラス

構造 鉄筋コンクリート造

【第３編】

○設計条件
各建家の設計条件は、以下のとおりである。
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設計（ ２／１２ ）

○設計仕様
第３廃棄物処理棟の耐震補強として、以下の施工を行う。

項 目 仕 様

開口閉塞

鉄筋 ：SD295A（JIS G 3112）

開口補強筋 ：SD295A（JIS G 3112）

スパイラル筋 ：SR235（JIS G 3112）

コンクリート ：普通コンクリート 設計基準強度24N/mm2（JASS 5N）

グラウト ：無収縮モルタル 設計基準強度30N/mm2（建築改修工事監理指針）

アンカー筋 ：SD295A（JIS G 3112）

あと施工アンカー ：接着系・カプセル型（JCAA認証品）

場
所
打
ち
コ
ン
ク
リ
ー
ト
杭

杭
鉄筋 ：SD295A（JIS G 3112）

：SD345（JIS G 3112）

コンクリート ：普通コンクリート 設計基準強度30N/mm2（JASS 5N）

基

礎

部

鉄筋 ：SD295A（JIS G 3112）

コンクリート ：普通コンクリート 設計基準強度24N/mm2（JASS 5N）

アンカー筋 ：SD345（JIS G 3112）

あと施工アンカー ：接着系・カプセル型（JCAA認証品）

耐震スリット 種類 ：貫通スリット
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設計（ ３／１２ ）

○設計仕様
減容処理棟の耐震補強として、以下の施工を行う。

項 目 仕 様

柱 の 増 し 打 ち

鉄筋 ：SD295A（JIS G 3112）

：SD345（JIS G 3112）

コンクリート ：普通コンクリート 設計基準強度24N/mm2（JASS 5N）

アンカー筋 ：SD295A（JIS G 3112）

あと施工アンカー ：接着系・カプセル型（JCAA認証品）

梁 の 増 し 打 ち

鉄筋 ：SD295A（JIS G 3112）

：SD345（JIS G 3112）

コンクリート ：普通コンクリート 設計基準強度24N/mm2（JASS 5N）

グラウト ：無収縮モルタル 設計基準強度30N/mm2（建築改修工事監理指針）

アンカー筋 ：SD295A（JIS G 3112）

：SD345（JIS G 3112）

あと施工アンカー ：接着系・カプセル型（JCAA認証品）
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設計（ ４／１２ ）

○設計仕様
解体分別保管棟の耐震補強として、以下の施工を行う。

項 目 仕 様

柱 の

増 し 打 ち

鉄筋 ：SD295A（JIS G 3112）

：SD345（JIS G 3112）

コンクリート ：普通コンクリート 設計基準強度27N/mm2（JASS 5N）

グラウト ：無収縮モルタル 設計基準強度30N/mm2（建築改修工事監理指針）

アンカー筋 ：SD295A（JIS G 3112）

：SD345（JIS G 3112）

あと施工アンカー ：接着系・カプセル型（JCAA認証品）

開 口 閉 塞

鉄筋 ：SD295A（JIS G 3112）

スパイラル筋 ：SR235（JIS G 3112）

コンクリート ：普通コンクリート 設計基準強度27N/mm2（JASS 5N）

グラウト ：無収縮モルタル 設計基準強度30N/mm2（建築改修工事監理指針）

アンカー筋 ：SD295A（JIS G 3112）

あと施工アンカー ：接着系・カプセル型（JCAA認証品）

耐震スリット 種類 ：貫通スリット
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設計

○ 場所打ちコンクリート杭の新設場所（第３廃棄物処理棟）

設計（ ５／１２ ）

：補強箇所
（場所打ちコンクリート杭の新設）

凡例

〔単位：ｍｍ〕

図－１ 第３廃棄物処理棟 地階床伏図
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設計

○場所打ちコンクリート杭の補強詳細図（第３廃棄物処理棟）

設計（ ６／１２ ）

〔単位：ｍｍ〕
注）
既存部材の据付状態等により、本図のとおりに工事できない場合、
新設部材の据付状態を変更することがある。この場合、同等以上の
耐力を確保した施工とする。 〔断面配筋図〕

〔平面配筋図〕

図－２ 杭の詳細図 図－３ 新設基礎と既存基礎の取合い詳細図

 埋込み長さ 
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設計

○柱の増し打ち補強詳細図（代表例：解体分別保管棟）

設計（ ７／１２ ）

図－4 柱増し打ちの詳細図
〔側面配筋図〕

〔平面配筋図〕(A-A)

〔単位：ｍｍ〕

注１）
既存部材の据付状態等により、本図のとおりに工事できない場合、新
設部材の据付状態を変更することがある。この場合、同等以上の耐力
を確保した施工とする。
注２）
柱頂部のグラウト圧入高さは、200mm程度とする。
注３）
無収縮モルタルは、設計基準強度30N/mm2以上とする。

〔断面配筋図〕(B-B)

※減容処理棟も同様に実施。ただし、減容処理棟の
柱の増し打ちに関してはグラウト圧入は行わない。
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設計

○梁の増し打ち補強詳細図（減容処理棟）

設計（ ８／１２ ）

図－５ 梁増し打ちの詳細図

〔配筋図〕

注１）
既存部材の据付状態等により、本図のとおりに工事できない場
合、新設部材の据付状態を変更することがある。この場合、同等
以上の耐力を確保した施工とする。
注２）
梁頂部のグラウト圧入高さは、200mm程度とする。
注３）
無収縮モルタルは、設計基準強度30N/mm2以上とする。

〔単位：ｍｍ〕

〔断面配筋図〕 〔中央部詳細図〕
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設計

○開口閉塞補強詳細図（代表例：解体分別保管棟）

設計（ ９／１２ ）

図－６ 開口閉塞の詳細図（１／２）

〔側面配筋図〕

〔単位：ｍｍ〕

注１）
既存部材の据付状態等により、本図のとおりに工事できない場合、新
設部材の据付状態を変更することがある。この場合、同等以上の耐力
を確保した施工とする。
注２）
壁頂部のグラウト圧入高さは、200mm程度とする。
注３）
無収縮モルタルは、設計基準強度30N/mm2以上とする。

〔A-A断面図〕

〔断面配筋図〕
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設計

○開口閉塞補強詳細図（代表例：解体分別保管棟）

設計（ １０／１２ ）

図－７ 開口閉塞の詳細図（２／２）

〔側面配筋図〕

〔単位：ｍｍ〕 〔A-A断面図〕

〔断面配筋図〕

注１）
既存部材の据付状態等により、本図のとおりに工事できな
い場合、新設部材の据付状態を変更することがある。この
場合、同等以上の耐力を確保した施工とする。
注２）
壁頂部のグラウト圧入高さは、200mm程度とする。
注３）
無収縮モルタルは、設計基準強度30N/mm2以上とする。

※第３廃棄物処理棟も同様に実施。
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設計

○耐震スリットの概要図（代表例：第３廃棄物処理棟）

設計（ １１／１２ ）

図－８ 耐震スリットの概要図

※解体分別保管棟も同様に実施。

865

30

30

100

185

200

3FL

柱 柱

梁
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設計

○耐震スリット設置場所（代表例：第３廃棄物処理棟）

設計（ １２／１２ ）

凡例

〔単位：ｍｍ〕

：補強箇所（耐震スリット）

図－９ 第３廃棄物処理棟 ３階床伏図
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工事の方法（１／１６）

本申請に係る工事の方法及び手順を33頁～37頁に示す。

●工事の方法及び手順

●工事上の留意事項

本申請に係る工事はその他の安全機能を有する施設等に影響を及ぼすことはない。
なお、本申請対象は、核燃料施設等における新規制基準の適用の考え方（平成25年11
月６日原子力規制庁。平成30年12月12日改正）に基づき、使用前事業者検査終了後に

工事の一環における利用として、原子炉施設の維持管理に不可欠な活動により発生す
る放射性廃棄物の保管廃棄に使用する。

【波線：次回補正申請予定】
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工事の方法（２／１６）

試験・検査は、工事の工程に従い、次の項目について実施する。なお、検査の詳細については、「使用前事

業者検査要領書」に定める。

構造、強度及び漏えいの確認に係る検査（構造等検査）

イ．材料検査１（杭）
方 法 ：a. 鉄筋の材料を材料証明書等により確認する。

b. 杭のコンクリートの強度を圧縮強度試験により確認する。
判 定 ：a. 杭の鉄筋が別表－５に示す材料であること。

b. 杭の普通コンクリートの圧縮強度の平均値が品質基準強度（別表－８）に構造体強度補正値
（別表－９）を加えた値以上であり、かつ、個々の値が品質基準強度（別表－８）に構造体強度
補正値（別表－９）を加えた値の85%以上であること。

ロ．材料検査２（基礎部）
方 法 ：a. 鉄筋及びアンカー筋の材料を材料証明書等により確認する。

b. あと施工アンカー（接着系・カプセル型）を製品証明書等により確認する。
c. 基礎のコンクリートの強度を圧縮強度試験により確認する。

判 定 ：a. 鉄筋及びアンカー筋が別表－６に示す材料であること。
b. あと施工アンカー（接着系・カプセル型）が別表－６に示す認証品であること。
c. 基礎の普通コンクリートの圧縮強度の平均値が品質基準強度（別表－８）に構造体強度補正値

（別表－９）を加えた値以上であり、かつ、個々の値が品質基準強度（別表－８）に構造体強度
補正値（別表－９）を加えた値の85%以上であること。

○場所打ちコンクリート杭の新設（第３廃棄物処理棟）

【波線：次回補正申請予定】

使用前事業者検査の項目及び方法
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ハ．寸法検査
方 法 ：杭の外径及び杭長を測定により確認する。
判 定 ：杭が別表－４及び図－２に示す寸法以上であること。

二．構造検査１（杭）
方 法 ：a. 鉄筋の径（呼び径）を目視により確認する。

b. 鉄筋の本数又は間隔を目視又は測定により確認する。
c. 鉄筋の継手長さ及び定着長さを目視又は測定により確認する。
d. 鉄筋のかぶり厚さを目視又は測定により確認する。

判 定 ：a. 鉄筋が別表－５及び図－２に示す径（呼び径）であること。
b. 鉄筋が図－２に示す本数又は間隔であること。
c. 鉄筋の継手長さ及び定着長さが別表－１、別表－２及び図－２に示す長さ以上であること。
d. 鉄筋のかぶり厚さが別表－３に示す厚さ以上であること。

工事の方法（３／１６）

○場所打ちコンクリート杭の新設（第３廃棄物処理棟）

【波線：次回補正申請予定】

使用前事業者検査の項目及び方法
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ホ．構造検査２（基礎部）
方 法 ：a. 鉄筋及びアンカー筋の径（呼び径）を目視により確認する。

b. 鉄筋及びアンカー筋の本数又は間隔を目視又は測定により確認する。
c. 鉄筋の継手長さ及び定着長さ、アンカー筋の定着長さを目視又は測定により確認する。
d. アンカー筋の埋込み長さが確保されていることを目視により確認する。
e. 鉄筋のかぶり厚さを目視又は測定により確認する。

判 定 ：a. 鉄筋及びアンカー筋が別表－６及び図－３に示す径（呼び径）であること。
b. 鉄筋及びアンカー筋が図－３に示す本数又は間隔であること。
c. 鉄筋の継手長さ及び定着長さ、アンカー筋の定着長さが別表－１、別表－２及び図－３に示す

長さ以上であること。
d. 図－３に示すアンカー筋の埋込み長さが確保されていること。
e. 鉄筋のかぶり厚さが別表－３に示す厚さ以上であること。

ヘ．構造検査３（基礎部型枠）
方 法 ：型枠の寸法を測定により確認する。
判 定 ：型枠が別表－７及び図－３に示す寸法であること。

ト．外観検査
方 法 ：a. コンクリートの上表面を目視により確認する。

b. 杭の本数を目視により確認する。
c. 杭、基礎の配置を目視により確認する。

判 定 ：a. コンクリートの上表面に機能上有害な傷、へこみ等がないこと。
b. 杭の本数が1本であること。
c. 杭、基礎が図－１に示す位置に配置されていること。

工事の方法（４／１６）

○場所打ちコンクリート杭の新設（第３廃棄物処理棟）

【波線：次回補正申請予定】

使用前事業者検査の項目及び方法



21

別表－１ 鉄筋の継手長さ

鉄筋の種類 継手長さ 備 考

SD295A

35d又は25dフック付き JASS 5N

フレア溶接の場合
片面10d又は両面5d

建築改修工事
監理指針

SD345 35d又は25dフック付き JASS 5N

別表－２ 鉄筋の定着長さ

鉄筋の種類 定着長さ 備 考

SD295A 30d又は20dフック付き JASS 5N

SD345 30d又は20dフック付き JASS 5N

別表－３ 鉄筋に対するコンクリートのかぶり厚さ

別表－４ 場所打ちコンクリート杭の仕様（主要寸法）

部 位 かぶり厚さ 備 考

杭 100mm JASS 5N

基礎 70mm JASS 5N

外 径 杭長 本数 設置箇所

φ1,000 mm 9.0 m 1本 1

別表－５ 場所打ちコンクリート杭の鉄筋の仕様

部 位 呼び径 材 料

鉄筋
D13 SD295A（JIS G 3112）

D25 SD345（JIS G 3112）

別表－６ 基礎部の鉄筋及びアンカー筋の仕様

部 位 呼び径 材 料

鉄筋
D13 SD295A（JIS G 3112）

D16 SD295A（JIS G 3112）

アンカー筋 D22 SD345（JIS G 3112）

あと施工アンカー
（接着系・カプセル型）

D22 JCAA認証品

別表－７ 型枠の寸法許容差

別表－８ コンクリート材料表

別表－９ 構造体強度補正値と適用期間*
（強度管理材齢28日）

* 茨城県北部生コンクリート共同組合の通達

項 目 許 容 差(mm) 備 考

基礎の断面寸法
－5

＋規定せず
JASS 5N

項 目
普通コンクリート

備 考
設計基準強度 品質基準強度

基礎 24N/mm2 24N/mm2 JASS 5N

杭 30N/mm2 30N/mm2 JASS 5N

適 用 期 間 構造体強度補正値（N/mm2）
3月12日～7月27日 3.0
7月28日～8月23日 6.0
8月24日～11月14日 3.0
11月15日～3月11日 6.0

工事の方法（５／１６）

○場所打ちコンクリート杭の新設（第３廃棄物処理棟）
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工事の方法（６／１６）

試験・検査は、工事の工程に従い、次の項目について実施する。なお、検査の詳細については、「使用前事

業者検査要領書」に定める。

構造、強度及び漏えいの確認に係る検査（構造等検査）

イ．材料検査
方 法 ：a. 鉄筋及びアンカー筋の材料を材料証明書等により確認する。

b. あと施工アンカー（接着系・カプセル型）を製品証明書等により確認する。
c. コンクリート及び無収縮モルタルの強度を圧縮強度試験により確認する。なお、無収縮モルタル

については、グラウト圧入を行う柱頂部を対象とする。
判 定 ：a. 鉄筋及びアンカー筋が別表－１に示す材料であること。

b. あと施工アンカー（接着系・カプセル型）が別表－１に示す認証品であること。
c. 普通コンクリートの圧縮強度の平均値が品質基準強度（別表－６）に構造体強度補正値（別表

－７）を加えた値以上であり、かつ、個々の値が品質基準強度（別表－６）に構造体強度補正値
（別表－７）を加えた値の85%以上であること。また、無収縮モルタルの圧縮強度の個々の値が
30N/mm2以上であること。

○柱の増し打ち（代表例：解体分別保管棟）

※減容処理棟も同様に実施。ただし、減容処理棟の柱の増し打ちに関してはグラウト圧入は行わない。

【波線：次回補正申請予定】

使用前事業者検査の項目及び方法
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工事の方法（７／１６）

ロ．構造検査１（配筋検査）
方 法 ：a. 鉄筋及びアンカー筋の径（呼び径）を目視により確認する。

b. 鉄筋及びアンカー筋の本数又は間隔を目視又は測定により確認する。
c. 鉄筋の継手長さ及びアンカー筋の定着長さを目視又は測定により確認する。
d. アンカー筋の埋込み長さが確保されていることを目視により確認する。
e. 鉄筋のかぶり厚さを目視又は測定により確認する。

判 定 ：a. 鉄筋及びアンカー筋が別表－１及び図－４に示す径（呼び径）であること。
b. 鉄筋及びアンカー筋が図－４に示す本数又は間隔であること。
c. 鉄筋の継手長さ及びアンカー筋の定着長さが別表－２、別表－３及び図－４に示す長さ以上で

あること。
d. 図－４に示すアンカー筋の埋込み長さが確保されていること。
e. 鉄筋のかぶり厚さが別表－４に示す厚さ以上であること。

ハ．構造検査２（型枠検査）
方 法 ：型枠の寸法を測定により確認する。
判 定 ：型枠が別表－５及び図－４に示す寸法であること。

ニ．外観検査
方 法 ：増し打ち後の増し打ち部の外観を目視により確認する。
判 定 ：増し打ち部に機能上有害な傷、変形がないこと。

○柱の増し打ち（代表例：解体分別保管棟）

※減容処理棟も同様に実施。ただし、減容処理棟の柱の増し打ちに関してはグラウト圧入は行わない。

【波線：次回補正申請予定】

使用前事業者検査の項目及び方法
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工事の方法（８／１６）

別表－４ 鉄筋に対するコンクリートのかぶり厚さ

別表－５ 型枠の寸法許容差

部 位 かぶり厚さ 備 考

柱 40mm JASS 5N

項 目 許 容 差(mm) 備 考

柱の断面寸法
－5
＋15

JASS 5N

別表－６ コンクリート材料表

普通コンクリート
備 考

設計基準強度 品質基準強度

27N/mm2 27N/mm2 JASS 5N

別表－７ 構造体強度補正値と適用期間*
（強度管理材齢28日）

* 茨城県北部生コンクリート共同組合の通達

適 用 期 間 構造体強度補正値（N/mm2）

3月12日～7月27日 3.0

7月28日～8月23日 6.0

8月24日～11月14日 3.0

11月15日～3月11日 6.0

別表－１ 柱の増し打ちの鉄筋及びアンカー筋の仕様

別表－２ 鉄筋の継手長さの仕様

鉄筋の種類 継手長さ 備 考

SD295A

35d又は25dフック付き JASS 5N

フレア溶接の場合
片面10d又は両面5d

建築改修工事監理指針

SD345

40d又は30dフック付き JASS 5N

フレア溶接の場合
片面10d又は両面5d

建築改修工事監理指針

部 位 呼び径 材 料

柱

鉄筋
D16 SD295A（JIS G 3112）

D22 SD345（JIS G 3112）

アンカー筋
D16 SD295A（JIS G 3112）

D22 SD345（JIS G 3112）

あと施工アンカー
（接着系・カプセル型）

D16 JCAA認証品

D22 JCAA認証品

鉄筋の種類 定着長さ 備 考

SD295A 30d又は20dフック付き JASS 5N

SD345 35d又は25dフック付き JASS 5N

別表－３ アンカー筋の定着長さ

○柱の増し打ち（代表例：解体分別保管棟）

【波線：次回補正申請予定】
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工事の方法（９／１６）

試験・検査は、工事の工程に従い、次の項目について実施する。なお、検査の詳細については、「使用前事

業者検査要領書」に定める。

構造、強度及び漏えいの確認に係る検査（構造等検査）

イ．材料検査
方 法 ：a. 鉄筋及びアンカー筋の材料を材料証明書等により確認する。

b. あと施工アンカー（接着系・カプセル型）を製品証明書等により確認する。
c. コンクリート及び無収縮モルタルの強度を圧縮強度試験により確認する。なお、無収縮モルタル

については、グラウト圧入を行う梁頂部を対象とする。
判 定 ：a. 鉄筋及びアンカー筋が別表－１に示す材料であること。

b. あと施工アンカー（接着系・カプセル型）が別表－１に示す認証品であること。
c. 普通コンクリートの圧縮強度の平均値が品質基準強度（別表－６）に構造体強度補正値（別表

－７）を加えた値以上であり、かつ、個々の値が品質基準強度（別表－６）に構造体強度補正値
（別表－７）を加えた値の85%以上であること。また、無収縮モルタルの圧縮強度の個々の値が
30N/mm2以上であること。

○梁の増し打ち（減容処理棟）

【波線：次回補正申請予定】

使用前事業者検査の項目及び方法
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工事の方法（１０／１６）

ロ．構造検査１（配筋検査）
方 法 ：a. 鉄筋及びアンカー筋の径（呼び径）を目視により確認する。

b. 鉄筋及びアンカー筋の本数又は間隔を目視又は測定により確認する。
c. 鉄筋の継手長さ及びアンカー筋の定着長さを目視又は測定により確認する。また、フレア溶接

を行う継手については、フレア溶接部を目視により確認する。
d. アンカー筋の埋込み長さが確保されていることを目視により確認する。
e. 鉄筋のかぶり厚さを目視又は測定により確認する。

判 定 ：a. 鉄筋及びアンカー筋が別表－１、図－５に示す径（呼び径）であること。
b. 鉄筋及びアンカー筋が図－５に示す本数又は間隔であること。
c. 鉄筋の継手長さ及びアンカー筋の定着長さが別表－２、別表－３及び図－５に示す長さ以上で

あること。また、フレア溶接部について、割れ等の有害な欠陥がないこと。
d. 図－５に示すアンカー筋の埋込み長さが確保されていること。
e. 鉄筋のかぶり厚さが別表－４に示す厚さ以上であること。

ハ．構造検査２（型枠検査）
方 法 ：型枠の寸法を測定により確認する。
判 定 ：型枠が別表－５及び図－５に示す寸法であること。

二．外観検査
方 法 ：増し打ち後の増し打ち部の外観を目視により確認する。
判 定 ：増し打ち部に機能上有害な傷、変形がないこと。

○梁の増し打ち（減容処理棟）

【波線：次回補正申請予定】

使用前事業者検査の項目及び方法
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工事の方法（１１／１６）

別表－１ 梁の増し打ちの鉄筋及びアンカー筋の仕様

別表－２ 鉄筋の継手長さの仕様

部 位 呼び径 材 料

梁

鉄筋
D16 SD295A（JIS G 3112）

D25 SD345（JIS G 3112）

アンカー筋 D22 SD345（JIS G 3112）

あと施工アンカー
（接着系・カプセル型）

D22 JCAA認証品

鉄筋の種類 継手長さ 備 考

SD295A

35d又は25dフック付き JASS 5N

フレア溶接の場合
片面10d又は両面5d

建築改修工事監理指針

SD345

40d又は30dフック付き JASS 5N

フレア溶接の場合
片面10d又は両面5d

建築改修工事監理指針

別表－４ 鉄筋に対するコンクリートのかぶり厚さ

別表－５ 型枠の寸法許容差

部 位 かぶり厚さ 備 考

梁 40mm JASS 5N

項 目 許 容 差(mm) 備 考

梁の断面寸法
－5
＋15

JASS 5N

別表－６ コンクリート材料表

普通コンクリート
備 考

設計基準強度 品質基準強度

24N/mm2 24N/mm2 JASS 5N

別表－７ 構造体強度補正値と適用期間*
（強度管理材齢28日）

* 茨城県北部生コンクリート共同組合の通達

適 用 期 間 構造体強度補正値（N/mm2）

3月12日～7月27日 3.0

7月28日～8月23日 6.0

8月24日～11月14日 3.0

11月15日～3月11日 6.0

鉄筋の種類 定着長さ 備 考

SD295A 30d又は20dフック付き JASS 5N

SD345 35d又は25dフック付き JASS 5N

別表－３ アンカー筋の定着長さ

○梁の増し打ち（減容処理棟）

【波線：次回補正申請予定】
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工事の方法（１２／１６）

試験・検査は、工事の工程に従い、次の項目について実施する。なお、検査の詳細については、「使用前事

業者検査要領書」に定める。

構造、強度及び漏えいの確認に係る検査（構造等検査）

イ．材料検査
方 法 ：a. 鉄筋及びアンカー筋の材料を材料証明書等により確認する。スパイラル筋を製品証明書等によ

り確認する。
b. あと施工アンカー（接着系・カプセル型）を製品証明書等により確認する。
c. コンクリート及び無収縮モルタルの強度を圧縮強度試験により確認する。なお、無収縮モルタル

については、グラウト圧入を行う壁頂部を対象とする。
判 定 ：a. 鉄筋及びアンカー筋が別表－１に示す材料であること。スパイラル筋が別表－１に示す製品で

あること。
b. あと施工アンカー（接着系・カプセル型）が別表－１に示す認証品であること。
c. 普通コンクリートの圧縮強度の平均値が品質基準強度（別表－５）に構造体強度補正値（別表

－６）を加えた値以上であり、かつ、個々の値が品質基準強度（別表－５）に構造体強度補正値
（別表－６）を加えた値の85%以上であること。また、無収縮モルタルの圧縮強度の個々の値が
30N/mm2以上であること。

○開口閉塞（代表例：解体分別保管棟）

※第３廃棄物処理棟も同様に実施。

【波線：次回補正申請予定】

使用前事業者検査の項目及び方法
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工事の方法（１３／１６）

ロ．構造検査
方 法 ：a. 鉄筋、スパイラル筋及びアンカー筋の径（呼び径）を目視により確認する。

b. 鉄筋及びアンカー筋の本数又は間隔を目視又は測定により確認する。スパイラル筋の外径及
びピッチを目視又は測定により確認する。

c. 鉄筋の継手長さ及び定着長さ、アンカー筋の定着長さを目視又は測定により確認する。また、フ
レア溶接を行う継手については、フレア溶接部を目視により確認する。

d. アンカー筋の埋込み長さが確保されていることを目視により確認する。
e. 鉄筋のかぶり厚さを目視又は測定により確認する。

判 定 ：a. 鉄筋、スパイラル筋及びアンカー筋が別表－１、図－６及び図－７に示す径（呼び径）であること。
b. 鉄筋及びアンカー筋が図－６及び図－７に示す本数又は間隔であること。スパイラル筋が図－

７に示す外径及びピッチであること。
c. 鉄筋の継手長さ及び定着長さ、アンカー筋の定着長さが別表－２、別表－３、図－６及び図－７

に示す長さ以上であること。また、フレア溶接部について、割れ等の有害な欠陥がないこと。
d. 図－７に示すアンカー筋の埋込み長さが確保されていること。
e. 鉄筋のかぶり厚さが別表－４に示す厚さ以上であること。

ハ．外観検査
方 法 ：開口閉塞後の開口閉塞部の外観を目視により確認する。
判 定 ：開口閉塞部に機能上有害な傷、変形がないこと。

○開口閉塞（代表例：解体分別保管棟）

※第３廃棄物処理棟も同様に実施。

【波線：次回補正申請予定】

使用前事業者検査の項目及び方法
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工事の方法（１４／１６）

別表－１ 開口閉塞の鉄筋、スパイラル筋及びアンカー筋の仕様

別表－２ 鉄筋の継手長さ

部 位 呼び径 材 料

開口閉塞

鉄筋 D10 SD295A（JIS G 3112）

スパイラル筋 φ6 SR235（JIS G 3112）

アンカー筋 D16 SD295A（JIS G 3112）

あと施工アンカー
（接着系・カプセル型）

D16 JCAA認証品

鉄筋の種類 継手長さ 備 考

SD295A

35d又は25dフック付き JASS 5N

フレア溶接の場合
片面10d又は両面5d

建築改修工事監理
指針

SD345

40d又は30dフック付き JASS 5N

フレア溶接の場合
片面10d又は両面5d

建築改修工事監理
指針

別表－４ 鉄筋に対するコンクリートのかぶり厚さ

部 位 かぶり厚さ 備 考

壁 40mm JASS 5N

別表－５ コンクリート材料表

普通コンクリート
備 考

設計基準強度 品質基準強度

27N/mm2 27N/mm2 JASS 5N

別表－６ 構造体強度補正値と適用期間*
（強度管理材齢28日）

* 茨城県北部生コンクリート共同組合の通達

適 用 期 間 構造体強度補正値（N/mm2）

3月12日～7月27日 3.0

7月28日～8月23日 6.0

8月24日～11月14日 3.0

11月15日～3月11日 6.0

鉄筋の種類 定着長さ 備 考

SD295A 30d又は20dフック付き JASS 5N

SD345 35d又は25dフック付き JASS 5N

別表－３ アンカー筋の定着長さ

○開口閉塞（代表例：解体分別保管棟）

【波線：次回補正申請予定】
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工事の方法（１５／１６）

試験・検査は、工事の工程に従い、次の項目について実施する。なお、検査の詳細については、「使用前事

業者検査要領書」に定める。

構造、強度及び漏えいの確認に係る検査（構造等検査）

イ．材料検査
方 法 ：耐震スリットに挿入する耐火材を性能試験報告書等により確認する。
判 定 ：耐火材が別表－２に示す材料であること。

ロ．寸法検査
方 法 ：耐震スリットの寸法（幅、柱面からの距離、床面・梁下からの距離、開口部からの距離、床面から

の距離）を測定により確認する。
判 定 ：耐震スリットが別表－１及び図－８に示す寸法であること。

ハ．外観検査
方 法 ：耐震スリットの配置を目視により確認する。
判 定 ：耐震スリットが図－９に示す配置であること。

別表－１ 耐震スリットの仕様

別表－２ 耐火材の仕様

スリット幅*1
鉛直スリット*2 水平スリット*2

柱面からの距離 床面・梁下からの距離 開口部からの距離 床面からの距離

30mm以上 185mm±20mm*2
梁下：200mm±30mm*2

床面：865mm±30mm*2 100mm±20mm*2 865mm±30mm*2

*1 2001年改訂版既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震改修設計指針同解説
*2 JASS 5N

項 目 材 料 備 考

耐火材 ロックウール 2時間耐火*

* 建材試験センター等の性能試験により耐火性能の確認されている材料

○耐震スリット（代表例：第３廃棄物処理棟）

※解体分別保管棟も同様に実施。

【波線：次回補正申請予定】

使用前事業者検査の項目及び方法
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工事の方法（１６／１６）

機能及び性能の確認に係る検査（機能等検査）

該当なし

本申請に係る工事が本申請書に従って行われたものであることの確認に係る検査

イ．設計変更の生じた構築物等に対する適合性確認結果の検査（適合性確認検査）

方 法：設計の変更が生じた構築物等について、本申請書の「設計及び工事の方法」に従って行われ、

下記の技術基準への適合性が確認されていることを、記録等により確認する。

・地震による損傷の防止（第６条）

判 定：本申請書の「設計及び工事の方法」に従って行われ、下記の技術基準に適合していること。

・地震による損傷の防止（第６条）

ロ．品質マネジメントシステムに関する検査（品質マネジメントシステム検査）

方 法：本申請書の「設計及び工事に係る品質マネジメントシステム」に記載した「原子力科学研究所原

子炉施設及び核燃料物質使用施設等品質マネジメント計画書」（QS-P10）に従って工事及び検

査に係る保安活動が行われていることを確認する。

判 定：本申請書の「設計及び工事に係る品質マネジメントシステム」に記載した「原子力科学研究所原

子炉施設及び核燃料物質使用施設等品質マネジメント計画書」（QS-P10）に従って工事及び検

査に係る保安活動が行われていること。

※第３廃棄物処理棟、減容処理棟及び解体分別保管棟について同様に実施。

【波線：次回補正申請予定】

使用前事業者検査の項目及び方法
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耐震補強工事フロー図（１／５）

○場所打ちコンクリート杭の新設（第３廃棄物処理棟）

【赤字：次回補正申請予定】

既存

鉄筋
開口補強筋
アンカー筋

スパイラル筋
あと施工アンカー

（接着系・カプセル型）
コンクリート 無収縮モルタル

材料入手 材料入手 材料入手 材料入手

構造、強度及び漏えいの確認に係る検査 材

加工

準備作業 現地搬入 現地搬入 現地搬入 現地搬入 現地搬入

※1

構造、強度及び漏えいの確認に係る検査

材 材 材 材

※3 ※4
加工

あと施工アンカー 穿孔・挿入・アンカー筋埋込

構造、強度及び漏えいの確認に係る検査

鉄筋・型枠組立

構造、強度及び漏えいの確認に係る検査
構

コンクリート打設

復旧

※2

仕上仕事

構造、強度及び漏えいの確認に係る検査
外

本申請に係る工事が本申請書に従って行わ
れたものであることの確認に係る検査

適

工事完了

品
＊1

構

：材料検査材

：構造検査

外 ：外観検査

適 ：適合性確認検査

品 ：品質マネジメントシステム検査

*1：品質マネジメントシステム検査は工事の状況等
を踏まえ適切な時期に実施する。

※1 ： 建具撤去、コンクリートはつりを指す。
※2 ： 建具交換、設備復旧を指す。
※3 ： コンクリートの圧縮強度試験はコンクリート打設後に実施する。
※4 ： 無収縮モルタルの圧縮強度試験はグラウト圧入後に実施する。

構

工場

現地
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耐震補強工事フロー図（２／５）

※減容処理棟も同様に実施。ただし、
減容処理棟の柱の増し打ちに関し
てはグラウト圧入は行わない。

○柱の増し打ち（代表例：解体分別保管棟）

【赤字：次回補正申請予定】

既存
鉄筋

アンカー筋
あと施工アンカー

（接着系・カプセル型） コンクリート 無収縮モルタル

材料入手

品
＊1

材料入手 材料入手 材料入手

構造、強度及び漏えいの確認に係る検査
材

構 1

加工

準備作業 現地搬入 現地搬入 現地搬入 現地搬入 現地搬入

工場

現地

構造、強度及び漏えいの確認に係る検査

材 材 材 材

※3 ※4
加工

あと施工アンカー 穿孔・挿入・アンカー筋埋込

構造、強度及び漏えいの確認に係る検査

鉄筋・型枠組立

構造、強度及び漏えいの確認に係る検査 構 1 構 2

コンクリート打設

復旧

※2

仕上仕事

構造、強度及び漏えいの確認に係る検査
外

本申請に係る工事が本申請書に従って行わ
れたものであることの確認に係る検査

適

工事完了

※1

*1：品質マネジメントシステム検査は工事の状況等
を踏まえ適切な時期に実施する。

※1 ： 設備撤去、コンクリートはつりを指す。
※2 ： 設備復旧を指す。
※3 ： コンクリートの圧縮強度試験はコンクリート打設後に実施する。
※4 ： 無収縮モルタルの圧縮強度試験はグラウト圧入後に実施する。

構 1

：材料検査材

：構造検査１

外 ：外観検査

適 ：適合性確認検査

品 ：品質マネジメントシステム検査

構 2 ：構造検査２
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耐震補強工事フロー図（３／５）

○梁の増し打ち（減容処理棟）

【赤字：次回補正申請予定】

既存
鉄筋

アンカー筋
あと施工アンカー

（接着系・カプセル型） コンクリート 無収縮モルタル

材料入手

品
＊1

材料入手 材料入手 材料入手

構造、強度及び漏えいの確認に係る検査
材

構 1

加工

準備作業 現地搬入 現地搬入 現地搬入 現地搬入 現地搬入

工場

現地

構造、強度及び漏えいの確認に係る検査

材 材 材 材

※3 ※4
加工

あと施工アンカー 穿孔・挿入・アンカー筋埋込

構造、強度及び漏えいの確認に係る検査

鉄筋・型枠組立

構造、強度及び漏えいの確認に係る検査 構 1 構 2

コンクリート打設

復旧

※2

仕上仕事

構造、強度及び漏えいの確認に係る検査
外

本申請に係る工事が本申請書に従って行わ
れたものであることの確認に係る検査

適

工事完了

※1

*1：品質マネジメントシステム検査は工事の状況等
を踏まえ適切な時期に実施する。

※1 ： 設備撤去、コンクリートはつりを指す。
※2 ： 設備復旧を指す。
※3 ： コンクリートの圧縮強度試験はコンクリート打設後に実施する。
※4 ： 無収縮モルタルの圧縮強度試験はグラウト圧入後に実施する。

構 1

：材料検査材

：構造検査１

外 ：外観検査

適 ：適合性確認検査

品 ：品質マネジメントシステム検査

構 2 ：構造検査２



36

耐震補強工事フロー図（４／５）

※第３廃棄物処理棟も同様に実施。

○開口閉塞（代表例：解体分別保管棟）

【赤字：次回補正申請予定】

既存

鉄筋
開口補強筋
アンカー筋

スパイラル筋
あと施工アンカー

（接着系・カプセル型）
コンクリート 無収縮モルタル

材料入手 材料入手 材料入手 材料入手

構造、強度及び漏えいの確認に係る検査 材

加工

準備作業 現地搬入 現地搬入 現地搬入 現地搬入 現地搬入

※1

構造、強度及び漏えいの確認に係る検査

材 材 材 材

※3 ※4
加工

あと施工アンカー 穿孔・挿入・アンカー筋埋込

構造、強度及び漏えいの確認に係る検査

鉄筋・型枠組立

構造、強度及び漏えいの確認に係る検査
構

コンクリート打設

復旧

※2

仕上仕事

構造、強度及び漏えいの確認に係る検査
外

本申請に係る工事が本申請書に従って行わ
れたものであることの確認に係る検査

適

工事完了

品
＊1

構

：材料検査材

：構造検査

外 ：外観検査

適 ：適合性確認検査

品 ：品質マネジメントシステム検査

*1：品質マネジメントシステム検査は工事の状況等
を踏まえ適切な時期に実施する。

※1 ： 設備、建具撤去、コンクリートはつりを指す。
※2 ： 建具交換、設備復旧を指す。
※3 ： コンクリートの圧縮強度試験はコンクリート打設後に実施する。
※4 ： 無収縮モルタルの圧縮強度試験はグラウト圧入後に実施する。

構

工場

現地
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耐震補強工事フロー図（５／５）

○耐震スリット（代表例：第３廃棄物処理棟）

※解体分別保管棟も同様に実施。ただし、解体分別保管棟
の耐震スリットに関しては、一部干渉物の撤去、電気設備
の盛り替え等を行う。

【赤字：次回補正申請予定】

耐火材

材料入手

構造、強度及び漏えいの確認に係る検査

現地搬入スリット部コンクリート撤去

スリット部への耐火材挿入

仕上仕事

構造、強度及び漏えいの確認に係る検査

本申請に係る工事が本申請書に従って行
われたものであることの確認に係る検査

工事完了

材寸

外

適

品
＊1

工場

現地

構

：材料検査材

：構造検査

外 ：外観検査

適 ：適合性確認検査

品 ：品質マネジメントシステム検査

*1：品質マネジメントシステム検査は
工事の状況等を踏まえ適切な時期
に実施する。
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原子炉設置変更許可申請書（本文） 設計及び工事の計画申請書
「試験研究等原子炉施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の
整備に関する事項」

５．試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備
ト 放射性廃棄物の廃棄施設の構造及び設備
（２）液体廃棄物の廃棄設備
(i) 構 造
ⅰ）基本設計方針

ｃ 自然現象（地震・津波等）に対する考慮
(a) 液体廃棄物の廃棄施設は、耐震重要度に応じて算定する地震力が作用し

た場合においても、当該放射性廃棄物の廃棄施設を十分に支持すること
ができる地盤に設ける。

(b) 液体廃棄物の廃棄施設は、「試験研究の用に供する原子炉等の位置、構
造及び設備の基準に関する規則」（平成25年12月6日原子力規制委員会
規則第21号。以下「試験炉設置許可基準規則」という。）の解釈による耐震
重要度分類に従い、Ｂクラス又はＣクラスに分類し、当該分類に応じた耐
震設計を行う。

（３）固体廃棄物の廃棄設備
(i) 構 造
ⅰ）基本設計方針

ｅ 自然現象（地震・津波等）に対する考慮
(a) 固体廃棄物の廃棄施設は、耐震重要度に応じて算定する地震力が作用し

た場合においても、当該放射性廃棄物の廃棄施設を十分に支持すること
ができる地盤に設ける。

(b) 固体廃棄物の廃棄施設は、試験炉設置許可基準規則の解釈による耐震
重要度分類に従い、Ｂクラス又はＣクラスに分類し、当該分類に応じた耐
震設計を行う。

本資料においては省略する。

第１編 第３廃棄物処理棟の耐震補強
3. 設 計

3.1 設計条件
表１ 設計条件

3.2 設計仕様
第３廃棄物処理棟の耐震補強として、以下の施工を行う。

名 称 第３廃棄物処理棟

耐震重要度分類 Ｃクラス

構 造 鉄筋コンクリート造

項 目 仕 様

開口閉塞

鉄筋 ：SD295A（JIS G 3112）
開口補強筋 ：SD295A（JIS G 3112）
スパイラル筋 ：SR235（JIS G 3112）
コンクリート ：普通コンクリート

設計基準強度24N/mm2（JASS 5N）
グラウト ：無収縮モルタル

設計基準強度30N/mm2

（建築改修工事監理指針）
アンカー筋 ：SD295A（JIS G 3112）
あと施工アンカー ：接着系・カプセル型（JCAA認証品）

図及
び別
表省
略

場所打
ちコンク
リート杭

杭

鉄筋 ：SD295A（JIS G 3112）
SD345（JIS G 3112）

コンクリート ：普通コンクリート
設計基準強度30N/mm2（JASS 5N）

基
礎
部

鉄筋 ：SD295A（JIS G 3112）
コンクリート ：普通コンクリート

設計基準強度24N/mm2（JASS 5N）
アンカー筋 ：SD345（JIS G 3112）
あと施工アンカー ：接着系・カプセル型（JCAA認証品）

耐震スリット 種類 ：貫通スリット

【波線：次回補正申請予定】
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原子炉設置変更許可申請書（本文） 設計及び工事の計画申請書
５．試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備
ト 放射性廃棄物の廃棄施設の構造及び設備
（２）液体廃棄物の廃棄設備
(i) 構 造
ⅰ）基本設計方針

ｃ 自然現象（地震・津波等）に対する考慮
(a) 液体廃棄物の廃棄施設は、耐震重要度に応じて算定する地震力が作用し

た場合においても、当該放射性廃棄物の廃棄施設を十分に支持すること
ができる地盤に設ける。

(b) 液体廃棄物の廃棄施設は、「試験研究の用に供する原子炉等の位置、構
造及び設備の基準に関する規則」（平成25年12月6日原子力規制委員会
規則第21号。以下「試験炉設置許可基準規則」という。）の解釈による耐震
重要度分類に従い、Ｂクラス又はＣクラスに分類し、当該分類に応じた耐
震設計を行う。

（３）固体廃棄物の廃棄設備
(i) 構 造
ⅰ）基本設計方針

ｅ 自然現象（地震・津波等）に対する考慮
(a) 固体廃棄物の廃棄施設は、耐震重要度に応じて算定する地震力が作用し

た場合においても、当該放射性廃棄物の廃棄施設を十分に支持すること
ができる地盤に設ける。

(b) 固体廃棄物の廃棄施設は、試験炉設置許可基準規則の解釈による耐震
重要度分類に従い、Ｂクラス又はＣクラスに分類し、当該分類に応じた耐
震設計を行う。

第２編 減容処理棟の耐震補強
3. 設 計

3.1 設計条件
表１ 設計条件

3.2 設計仕様
減容処理棟の耐震補強として、以下の施工を行う。

名 称 減容処理棟

耐震重要度分類 Ｃクラス

構 造 鉄筋コンクリート造

項 目 仕 様

柱の増し打ち

鉄筋 ：SD295A（JIS G 3112）
：SD345（JIS G 3112）

コンクリート ：普通コンクリート
設計基準強度24N/mm2（JASS 5N）

アンカー筋 ：SD295A（JIS G 3112）
あと施工アンカー ：接着系・カプセル型（JCAA認証品）

図及
び別
表省
略

梁の増し打ち

鉄筋 ：SD295A（JIS G 3112）
：SD345（JIS G 3112）

コンクリート ：普通コンクリート
設計基準強度24N/mm2（JASS 5N）

グラウト ：無収縮モルタル
設計基準強度30N/mm2

（建築改修工事監理指針）
アンカー筋 ：SD295A（JIS G 3112）

SD345（JIS G 3112）
あと施工アンカー ：接着系・カプセル型（JCAA認証品）
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原子炉設置変更許可申請書（本文） 設計及び工事の計画申請書
５．試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備
ト 放射性廃棄物の廃棄施設の構造及び設備
（２）液体廃棄物の廃棄設備
(i) 構 造
ⅰ）基本設計方針

ｃ 自然現象（地震・津波等）に対する考慮
(a) 液体廃棄物の廃棄施設は、耐震重要度に応じて算定する地震力が作用し

た場合においても、当該放射性廃棄物の廃棄施設を十分に支持すること
ができる地盤に設ける。

(b) 液体廃棄物の廃棄施設は、「試験研究の用に供する原子炉等の位置、構
造及び設備の基準に関する規則」（平成25年12月6日原子力規制委員会
規則第21号。以下「試験炉設置許可基準規則」という。）の解釈による耐震
重要度分類に従い、Ｂクラス又はＣクラスに分類し、当該分類に応じた耐
震設計を行う。

（３）固体廃棄物の廃棄設備
(i) 構 造
ⅰ）基本設計方針

ｅ 自然現象（地震・津波等）に対する考慮
(a) 固体廃棄物の廃棄施設は、耐震重要度に応じて算定する地震力が作用し

た場合においても、当該放射性廃棄物の廃棄施設を十分に支持すること
ができる地盤に設ける。

(b) 固体廃棄物の廃棄施設は、試験炉設置許可基準規則の解釈による耐震
重要度分類に従い、Ｂクラス又はＣクラスに分類し、当該分類に応じた耐
震設計を行う。

第３編 解体分別保管棟の耐震補強
3. 設 計

3.1 設計条件
表１ 設計条件

3.2 設計仕様
解体分別保管棟の耐震補強として、以下の施工を行う。

名 称 解体分別保管棟

耐震重要度分類 Ｃクラス

構 造 鉄筋コンクリート造

項 目 仕 様

柱の増し打ち

鉄筋 ：SD295A（JIS G 3112）
：SD345（JIS G 3112）

コンクリート ：普通コンクリート
設計基準強度27N/mm2（JASS 5N）

グラウト ：無収縮モルタル
設計基準強度30N/mm2

（建築改修工事監理指針）
アンカー筋 ：SD295A（JIS G 3112）

SD345（JIS G 3112）
あと施工アンカー ：接着系・カプセル型（JCAA認証品）

図及
び別
表省
略

開口閉塞

鉄筋 ：SD295A（JIS G 3112）
スパイラル筋 ：SR235（JIS G 3112）
コンクリート ：普通コンクリート

設計基準強度27N/mm2（JASS 5N）
グラウト ：無収縮モルタル

設計基準強度30N/mm2

（建築改修工事監理指針）
アンカー筋 ：SD295A（JIS G 3112）
あと施工アンカー ：接着系・カプセル型（JCAA認証品）

耐震スリット 種類 ：貫通スリット
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原子炉設置変更許可申請書（添付書類八） 設計及び工事の計画申請書
8-2 構造設計方針
放射性廃棄物の廃棄施設の耐震設計は、次のとおりとする。
(1) 耐震設計上の重要度分類
放射性廃棄物の廃棄施設は、各廃棄施設の特徴を踏まえ、安全機能の喪失に
起因する放射線による公衆への影響の程度に応じて、公衆への影響の小さい廃
棄施設を耐震重要度分類のＢクラス、公衆への影響はなく一般産業施設と同等
の安全性を要求される廃棄施設をＣクラスに分類し、当該分類に応じた耐震設計
を行う。
なお、放射性廃棄物の廃棄施設においては、安全機能の喪失に起因する放射線
による公衆への影響の程度から、公衆に過度の放射線被ばく（５mSvを超える）を
及ぼすおそれのある廃棄施設（Ｓクラス（耐震重要施設））はない。
放射性廃棄物の廃棄施設の耐震重要度分類を第8-2-1表に示す。

第8-2-1表 放射性廃棄物の廃棄施設の耐震重要度分類

第１編 第３廃棄物処理棟の耐震補強
3. 設 計

3.1 設計条件
表１ 設計条件

第２編 減容処理棟の耐震補強
3. 設 計

3.1 設計条件
表１ 設計条件

第３編 解体分別保管棟の耐震補強
3. 設 計

3.1 設計条件
表１ 設計条件

名 称 第３廃棄物処理棟

耐震重要度分類 Ｃクラス

構 造 鉄筋コンクリート造

建物・構築物 耐震クラス 機器・配管系 耐震クラス

第１廃棄物処理棟 Ｃ 焼却処理設備 Ｃ

第２廃棄物処理棟 Ｃ

蒸発処理装置・Ⅱ
セル Ｂ

セルを除く Ｃ

アスファルト固化装置
セル Ｂ

セルを除く Ｃ

固体廃棄物処理設備・Ⅱ
セル Ｂ

セルを除く Ｃ

廃液貯槽・Ⅱ－２ Ｃ

第３廃棄物処理棟 Ｃ

蒸発処理装置・Ⅰ Ｃ

セメント固化装置 Ｃ

廃液貯槽・Ⅰ Ｃ

処理済廃液貯槽 Ｃ

減容処理棟 Ｃ

高圧圧縮装置 Ｃ

金属溶融設備 Ｃ

焼却・溶融設備 Ｃ

解体分別保管棟 Ｃ － －

※本資料上は、申請対象外施設については省略する。

名 称 減容処理棟

耐震重要度分類 Ｃクラス

構 造 鉄筋コンクリート造

名 称 解体分別保管棟

耐震重要度分類 Ｃクラス

構 造 鉄筋コンクリート造

【波線：次回補正申請予定】
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原子炉設置変更許可申請書（添付書類八） 設計及び工事の計画申請書
(2) 耐震設計評価法

放射性廃棄物の廃棄施設のＢクラス及びＣクラスの各施設は、以下に示す地
震層せん断力係数Ｃiに基づく静的地震力に対しておおむね弾性状態に留まる
範囲で耐える設計とする。

a. 建物・構築物
水平地震力は、地震層せん断力係数Ｃiに、次に示す施設の耐震重要度分

類に応じた係数を乗じ、さらに当該層以上の重量を乗じて算出するものとする。
Ｂクラス： 1.5
Ｃクラス： 1.0

ここで、地震層せん断力係数Ｃiは、標準せん断力係数Ｃ０を0.2以上とし、建
物・構築物の振動特性、地盤の種類等を考慮して求められる値とする。

(3) 荷重の組合せと許容限界
放射性廃棄物の廃棄施設の各施設に対する荷重の組合せと許容限界を以下

に示す。
a. 建物・構築物
常時作用している荷重及び運転時に施設に作用する荷重と静的地震力を組

み合わせ、その結果発生する応力に対して、安全上適切と認められる規格及び
基準による許容応力度を許容限界とする。

建物・構築物については、建物・構築物の保有水平耐力が必要保有水平耐力
に対して重要度に応じた妥当な安全余裕を有していることを確認する。

第３廃棄物処理棟に係る耐震計算方針書

2. 構造設計方針
(1) 基本方針

第３廃棄物処理棟建家の耐震改修設計は、「試験研究の用に供する原子炉
等の位置、構造及び設備の基準に関する規則」及び「試験研究の用に供する
原子炉等の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈」の基本的な考
え方を参考にして以下のように行う。

①建家は、耐震重要度に応じて算定したＣクラスの静的地震力を用いて耐
震設計を行う。

②試験炉設置許可基準規則に基づき算定する地震力が作用した場合にお
いても当該原子炉施設を十分に支持することができる地盤に設置する。

③常時作用している荷重及び運転時に施設に作用する荷重と静的地震力を
組み合わせ、その結果発生する応力に対して、安全上適切と認められる
規格及び基準による許容応力度を許容限界とする。

④建物・構築物の保有水平耐力が必要保有水平耐力に対して耐震重要度
に応じた妥当な安全余裕を有していることを確認する。

【波線：次回補正申請予定】
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原子炉設置変更許可申請書（添付書類八） 設計及び工事の計画申請書
(2) 耐震設計評価法

放射性廃棄物の廃棄施設のＢクラス及びＣクラスの各施設は、以下に示す地
震層せん断力係数Ｃiに基づく静的地震力に対しておおむね弾性状態に留まる
範囲で耐える設計とする。

a. 建物・構築物
水平地震力は、地震層せん断力係数Ｃiに、次に示す施設の耐震重要度分

類に応じた係数を乗じ、さらに当該層以上の重量を乗じて算出するものとする。
Ｂクラス： 1.5
Ｃクラス： 1.0

ここで、地震層せん断力係数Ｃiは、標準せん断力係数Ｃ０を0.2以上とし、建
物・構築物の振動特性、地盤の種類等を考慮して求められる値とする。

(3) 荷重の組合せと許容限界
放射性廃棄物の廃棄施設の各施設に対する荷重の組合せと許容限界を以下

に示す。
a. 建物・構築物
常時作用している荷重及び運転時に施設に作用する荷重と静的地震力を組

み合わせ、その結果発生する応力に対して、安全上適切と認められる規格及び
基準による許容応力度を許容限界とする。

建物・構築物については、建物・構築物の保有水平耐力が必要保有水平耐力
に対して重要度に応じた妥当な安全余裕を有していることを確認する。

減容処理棟に係る耐震計算方針書

2. 構造設計方針
(1) 基本方針

減容処理棟建家の耐震改修設計は、「試験研究の用に供する原子炉等の位
置、構造及び設備の基準に関する規則」及び「試験研究の用に供する原子炉
等の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈」の基本的な考え方を参
考にして以下のように行う。

①建家は、耐震重要度に応じて算定したＣクラスの静的地震力を用いて耐
震設計を行う。

②試験炉設置許可基準規則に基づき算定する地震力が作用した場合にお
いても当該原子炉施設を十分に支持することができる地盤に設置する。

③常時作用している荷重及び運転時に施設に作用する荷重と静的地震力を
組み合わせ、その結果発生する応力に対して、安全上適切と認められる
規格及び基準による許容応力度を許容限界とする。

④建物・構築物の保有水平耐力が必要保有水平耐力に対して耐震重要度
に応じた妥当な安全余裕を有していることを確認する。

【波線：次回補正申請予定】



添付書類１（原子炉設置変更許可申請書との整合性）（７／７）

44

原子炉設置変更許可申請書（添付書類八） 設計及び工事の計画申請書
(2) 耐震設計評価法

放射性廃棄物の廃棄施設のＢクラス及びＣクラスの各施設は、以下に示す地
震層せん断力係数Ｃiに基づく静的地震力に対しておおむね弾性状態に留まる
範囲で耐える設計とする。

a. 建物・構築物
水平地震力は、地震層せん断力係数Ｃiに、次に示す施設の耐震重要度分

類に応じた係数を乗じ、さらに当該層以上の重量を乗じて算出するものとする。
Ｂクラス： 1.5
Ｃクラス： 1.0

ここで、地震層せん断力係数Ｃiは、標準せん断力係数Ｃ０を0.2以上とし、建
物・構築物の振動特性、地盤の種類等を考慮して求められる値とする。

(3) 荷重の組合せと許容限界
放射性廃棄物の廃棄施設の各施設に対する荷重の組合せと許容限界を以下

に示す。
a. 建物・構築物
常時作用している荷重及び運転時に施設に作用する荷重と静的地震力を組

み合わせ、その結果発生する応力に対して、安全上適切と認められる規格及び
基準による許容応力度を許容限界とする。

建物・構築物については、建物・構築物の保有水平耐力が必要保有水平耐力
に対して重要度に応じた妥当な安全余裕を有していることを確認する。

解体分別保管棟に係る耐震計算方針書

2. 構造設計方針
(1) 基本方針

解体分別保管棟建家の耐震改修設計は、「試験研究の用に供する原子炉等
の位置、構造及び設備の基準に関する規則」及び「試験研究の用に供する原
子炉等の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈」の基本的な考え
方を参考にして以下のように行う。

①建家は、耐震重要度に応じて算定したＣクラスの静的地震力を用いて耐
震設計を行う。

②試験炉設置許可基準規則に基づき算定する地震力が作用した場合にお
いても当該原子炉施設を十分に支持することができる地盤に設置する。

③常時作用している荷重及び運転時に施設に作用する荷重と静的地震力を
組み合わせ、その結果発生する応力に対して、安全上適切と認められる
規格及び基準による許容応力度を許容限界とする。

④建物・構築物の保有水平耐力が必要保有水平耐力に対して耐震重要度
に応じた妥当な安全余裕を有していることを確認する。

【波線：次回補正申請予定】
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添付書類２（分割申請の理由に関する説明書）

放射性廃棄物の廃棄施設全体の設計及び工事の計画の認可申請は、表1（本資料においては
省略）に示す項目を予定しているが、工事に要する期間等を考慮し、分割して行う。本申請では、
「保管廃棄施設に係る津波防護対策」について申請するものである。

なお、「試験研究の用に供する原子炉等の技術基準に関する規則」への適合性確認整理表を別
紙１（本資料においては省略）に示す。

【波線：次回補正申請予定】
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添付書類３（第３廃棄物処理棟の耐震補強に係る「試験研究の用に供する原子
炉等の技術基準に関する規則」との適合性に関する説明書）（１／２）

第五条（試験研究用等原子炉施設の地盤）

１． 第３廃棄物処理棟は、試験炉許可基準規則第三条第一項の地震力が作用した場合においても十分に
支持することができる地盤に施設する。

適合性について

第五条（試験研究用等原子炉施設の地盤）

試験研究用等原子炉施設（船舶に施設するものを除く。第六条、第七条及び第八条第一項においても当
項において同じ。）は、試験炉許可基準規則第三条第一項の地震力が作用した場合においても当該試験研
究用等原子炉施設を十分に支持することができる地盤に設置されたものでなければならない。

該当条文

技 術 基 準 の 条 項
評価の必要性の有無

適合性
有・無 項・号

第五条 試験研究用等原子炉施設の地盤 有 第１項 以下に示すとおり

※減容処理棟及び解体分別保管棟も同様。

【波線：次回補正申請予定】
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第六条（地震による損傷の防止）

１. 第３廃棄物処理棟は、これらに作用する地震力による損壊により公衆に放射線障害を及ぼすことがない
よう施設する。第３廃棄物処理棟の耐震計算方針を添付計算方針書Ⅰ 第３廃棄物処理棟に係る耐震
計算方針書に示す。

２. 第３廃棄物処理棟は、耐震重要施設に該当しない。よって、本項の適用を受けない。
３. 第３廃棄物処理棟は、耐震重要施設に該当しない。よって、本項の適用を受けない。

適合性について

第六条（地震による損傷の防止）

試験研究用等原子炉施設は、これに作用する地震力（試験炉許可基準規則第四条第二項の規定により
算定する地震力をいう。）による損壊により公衆に放射線障害を及ぼすことがないものでなければならない。

２ 耐震重要施設（試験炉許可基準規則第三条第一項に規定する耐震重要施設をいう。以下この条において
同じ。）は、その供用中に当該耐震重要施設に大きな影響を及ぼすおそれがある地震による加速度によつ
て作用する地震力（試験炉許可基準規則第四条第三項に規定する地震力をいう。）に対してその安全性が
損なわれるおそれがないものでなければならない。

３ 耐震重要施設が試験炉許可基準規則第四条第三項の地震により生じる斜面の崩壊によりその安全性が
損なわれるおそれがないものでなければならない。

該当条文

技 術 基 準 の 条 項
評価の必要性の有無

適合性
有・無 項・号

第六条 地震による損傷の防止 有 第１項 以下に示すとおり

※減容処理棟及び解体分別保管棟も同様。

添付書類３（第３廃棄物処理棟の耐震補強に係る「試験研究の用に供する原子
炉等の技術基準に関する規則」との適合性に関する説明書）（２／２）

【波線：次回補正申請予定】
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